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区　　　分 右記以外の地域 注視区域 監視区域 規制区域

１ 根　　拠

区域指定
要　　件

２

（事後届出制） （事前届出制） （事前届出制） （許可制）

法第23条～
　　　第27条の２

法第27条の３～
　　　第27条の５

法第27条の６～
　　　第27条の９

法第12条～
　　　　　第22条

なし
（右３区域以外の
　地域）

・地価が社会経済
　的に相当程度を
　超えた上昇又は
　そのおそれがあ
　る場合
・適正かつ合理的
　な土地利用の確
　保に支障を生ず
　るおそれがある
　場合

・地価の急激な上
　昇又はそのおそ
　れがある場合
・適正かつ合理的
　な土地利用の確
　保が困難となる
　おそれがある場
　合

・投機的取引の相
　当範囲にわたる
　集中又はそのお
　それがある場合
　及び地価の急激
　な上昇又はその
　おそれがある場
　合

３

４

５

６

７

対象面積

届出等の
義 務 者

届出（申
請）期限

審査項目
及び基準

審査後の
措 置 等

市街化区域 2,000m2以上
その他の都市計画区域 5,000m2以上
都市計画区域外 10,000m2以上

都道府県知事が規
則で定める面積
（左の面積未満）
以上

面積要件なし
（すべての土地取
　引が対象）

土地の権利取得者
（買主）

取引の当事者
（売買の場合、売主と買主）

契約後２週間（契
約日を含む）以内
に届出

契約６週間前までに届出 契約６週間前まで
に申請

・公表された土地
　利用計画に適合
　するか

・届出時の相当な
　価額に照らし著
　しく適正を欠か
　ないか
・土地利用計画に
　適合するか

・届出時の相当な
　価額に照らし著
　しく適正を欠か
　ないか
・土地利用計画に
　適合するか
・投機的取引に当
　たらないか

・区域指定時の相
　当な価額に照ら
　し適正を欠かな
　いか
・土地利用計画に
　適合するか
・投機的取引に当
　たらないか

勧告又は助言 勧　　　　　告 不 許 可

（１）土地取引規制のしくみ　（資料17）

１　土地取引規制の概要（国土利用計画法）

Ⅲ　土地取引の規制

利用目的のみ 価格及び利用目的 価格及び利用目的 価格及び利用目的
（不許可基準）
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都道府県知事又は政令市の長

指定要件（12条①）

規制区域の指定（12条①）

公告（12条③）

関係市町村長に通知（12条⑤）

国土交通大臣に報告（12条⑤）

周知させるための措置（12条⑤）

関係市町村長

土地利用審査会

公告（12条⑧）

確認の場合 不確認の場合

規制区域の指定が失効（12条⑨）

確認・不確認
の通知（12条⑦）

国土交通大臣
に報告（12条⑧）

意見（12条⑥）

（指定の効果）
規制区域内においては、すべての土地取引等につ
いて、都道府県知事等の許可が必要となる。（14条）

地価の動向・土地取引の状況等に関する調査
（12条⑩）

（都市計画区域内）
●土地の投機的取引が相当範囲にわたり集中して行わ
　れ、又は行われるおそれ
●地価が急激に上昇し、又は上昇するおそれ

（都市計画区域外）
●上の事態が認められ、事態を緊急に除去しなければ
　適正かつ合理的な土地利用の確保が著しく困難とな
　ると認められる

指定期間…５年以内（再指定も可）

土地利用審査会に確認を求める（12条⑥）

規制区域の指定の事由がなくなったと認めるとき
は規制区域の指定を解除（12条⑫）

（２）区域指定のしくみ（資料18）
　①　規制区域
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都道府県知事又は政令市の長

指定要件（27条の６①）意見
（27条の６②）

意見
（27条の７④、27
条の６②準用）

土地利用審査会
及び

関係市町村長

届出対象面積を定める
都道府県の規則
（27条の７②）

監視区域の指定
（27条の６①）

公告
（27条の６③、12条③準用）公布・施行

●地価が急激に上昇し、又は上昇するおそれ

●適正かつ合理的な土地利用の確保が困難と
　なるおそれ

指定期間…５年以内（再指定も可）（27条の6③、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12条②準用）

関係市町村長に通知
（27条の６③、12条⑤準用）

国土交通大臣に報告
（27条の６③、12条⑤準用）

周知させるための措置
（27条の６③、12条⑤準用）

地価の動向・土地取引の状況等に関する調査
（27条の６③、12条⑩準用）
監視区域における報告の徴収
（27条の９）

監視区域の指定の事由がなくなったと認めるときは
監視区域の指定を解除
（27条の６③、12条⑫準用）

必要があると認めるときは、都道府県等の規則で定
める面積を変更
（27条の７③）

（指定の効果）

監視区域内においては、都道府県知事等が規則
で定める面積以上の土地取引等について、あら
かじめ届出が必要となる。（27条の７①）

②　監視区域
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③　注視区域

都道府県知事又は政令市の長

指定要件（27条の３①）

意見
（27条の３②）

土地利用審査会
及び

関係市町村長

公告（27条の３③、12条③準用）

注視区域の指定（27条の３①）

●地価が一定の期間内に社会的経済的事情の変
　動に照らして相当な程度を超えて上昇し、又
　は上昇するおそれがあるものとして国土交通
　大臣が定める基準に該当

●適正かつ合理的な土地利用の確保に支障を生
　ずるおそれ

指定期間…５年以内（再指定も可）

関係市町村長に通知
（27条の３③、12条⑤準用）

国土交通大臣に報告
（27条の３③、12条⑤準用）

周知させるための措置
（27条の３③、12条⑤準用）

地価の動向・土地取引の状況等に関する調査
（27条の３③、12条⑩準用）

注視区域の指定の事由がなくなったと認めるときは注視
区域の指定を解除
（27条の３③、12条⑫準用）

（指定の効果）

注視区域内においては、法定面積以上の土地取引等
について、あらかじめ届出が必要となる。
（27条の４①）

（27条の３③、
  12条③準用）
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（３）届出申請手続き（資料19）
　①　事後届出制

土地売買等の契約をした者のうち
権利取得者（買主）

市町村長

都道府県知事（政令市長）

意見があるときは付して送付（23条③、15条②準用）

契約後２週間（契約日を含む）
以内に届出（23条①）

対象面積（23条②）

●市街化区域

●その他の都市計画区域

●都市計画区域外

2,000㎡以上

5,000㎡以上

10,000㎡以上

［勧告基準］（24条①）

（利用目的）
 ●公表されている土地利用に関する計画に適合しないこと

土地利用審査会に
意見聴取（24条①）

届出の日から３週間以内
（３週間以内の延長可）（24条②③）

土地利用審査会

意見（24条①）

勧告（24条①）

助言（27条の２）

公表（26条）

不勧告

届出をした者

勧告に従ったとき

報告の要求（25条）

必要なあっせん等（27条）

勧告に従わないとき

栃木県は、平成19年４月１日より事後
届出の事務を全市町へ権限移譲したた
め、届出書は県に送付されず、各市町
において審査を実施している。
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②　事前届出制
　ア　注視区域

土地売買等の契約を
締結しようとする者（両当事者）

市町村長

都道府県知事（政令市長）

意見があるときは付して送付（27条の４④、15条②準用）

届出（27条の４①）

対象面積（27条の４②）

［勧告基準］（27条の５①）

（価格）
　●届出時の近傍類地の取引価格、地価公示
　価格等を考慮して算定した土地に関する相
　当な価額に照らし、著しく適正を欠くこと

（利用目的）
　●土地利用に関する計画に適合しないこと
　●公共・公益施設の整備の予定又は自然環
　境の保全上不適当であること

土地利用審査会に
意見聴取（27条の５①）

届出の日から６週間以内
（27条の５②）

土地利用審査会

意見（27条の５①）

勧告（27条の５①）

不勧告の通知（27条の５③）

公表（27条の５④、26条準用）

届出をした者

勧告に従ったとき

報告の要求
（27条の５④、25条準用）

必要なあっせん等（27条の５④、27条準用）

勧告に従わないとき勧告又は不勧告の通知を
受けない限り、届出の日
から６週間を経過するま
で契約を締結できない。
（27条の４③）

●市街化区域

●その他の都市計画区域

●都市計画区域外

2,000㎡以上

5,000㎡以上

10,000㎡以上
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対象面積（27条の７①、27条の４②読替準用）

イ　監視区域

土地売買等の契約を
締結しようとする者（両当事者）

市町村長

都道府県知事（政令市長）

意見があるときは付して送付（27条の７①、27条の４④、15条②準用）

届出（27条の７①、27条の４①準用）

●都道府県知事等が規則で定める面積以上

［勧告基準］（27条の８①）

（価格）
　●届出時の近傍類地の取引価格、地価公示価格等を考
　　慮して算定した土地に関する相当な価額に照らし、
　　著しく適正を欠くこと

（利用目的）
　●土地利用に関する計画に適合しないこと
　●公共・公益施設の整備の予定又は自然環境の保全上
　　不適当であること
　●投機的取引と認められること

土地利用審査会に
意見聴取（27条の８①）

届出の日から６週間以内
（27条の８②、27条の５②準用）

土地利用審査会

意見（27条の８①）

勧告（27条の８①）

不勧告の通知
（27条の８②、27条の５③準用）

公表（27条の８②、26条準用）

届出をした者 報告の要求
（27条の８②、25条準用）

必要なあっせん等（27条の８②、27条準用）

勧告又は不勧告の通知を
受けない限り、届出の日
から６週間を経過するま
で契約を締結できない。
（27条の７①、27条の４③準用）

勧告に従ったとき 勧告に従わないとき
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③　許可制（規制区域）

全ての土地取引が対象（14条①）

［許可基準］（16条①）

（価格）
　●規制区域指定時における地価で固定（物価修正は行う）

（利用目的）
　●自己居住用
　●規制区域内で既に事業を行っている者のその事業者用
　●収用適確事業用
　●居住者の福祉又は利便のための施設用等
　●土地利用に関する計画に適合
　●公共・公益施設の整備の予定又は自然環境の保全上適当

土地利用審査会に
意見聴取（16条②） 土地利用審査会

不許可（17条①）

申請をした者
買取り請求（19条①）

不服申し立て
（20条①）

買取り（19条②）

裁決（20条②）

許可（17条①）

処分は届出の日から６週間以内（17条②）

都道府県知事等

土地利用審査会

意見（16条②）

不服申し立てに係る裁決関係の手続については省略

許可を受けないでした
契約は無効である。
（14条③）

（一定のものについて
　許可しようとする場合）

土地売買等の契約を
締結しようとする者（両当事者）

市町村長

都道府県知事（政令市長）

意見があるときは付して送付（15条②）

許可申請（15条①）
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○分譲に係る一団の面積
　届出勧告制の対象面積と同じ
　（未移管の公共施設用地を含める。）

④　事前確認

事前届出制の区域内

住宅地等を分譲
しようとする者

対
象
面
積

対

　
　
　
　
　
　
　象

確
認
基
準

申　請

知　事

○区画数
　総分譲区画数２区画以上
○住宅地の分譲
　　１区画 500m2以下
　（団地内の福祉利便施設用地  1,000m2以下）
○主として保養の目的に供される住宅施設
　　１区画  1,500m2以下
○マンション等区分所有に係る建物の敷地（共
　有地）の譲渡
○不動産特定共同事業に係る共有持分分譲

○基準地等の標準価格等に照らし著しく適正を
　欠かないこと

土地利用審査会
（専 門 部 会）

意　　　見

不　確　認確　　　認

確認された
価格の範囲
内で販売等
ができる。

所要の修正
をして再度
確認を求め
るか１件毎
に届出する。
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１．手続の流れ

※　市並びに上三川町及び壬生町について
　は、「知事」を「市長」または「町長」
　に読み替える

買取りを希望する地方
公共団体等があるとき

知事が買取りの協
議を行う地方公共
団体等を決定

知事から通知

買取りの協議を行
う地方公共団体等

知事から通知
届出等のあった日
から３週間以内

土地の有償譲渡の届出又は
土地の買取り希望の申出

県は地方公共団体等に包含

買取りを希望する地方
公共団体等がないとき

土地所有者

第三者へ譲渡

知事から通知

通知がなかったときは
３週間経過後

協　議

協議がとと
のった場合

協議がととのわ
なかった場合

当該地方公共
団体等へ譲渡

第三者へ譲渡
買取りの協議の通知のあった日から
３週間経過後又は協議がととのわな
いことが明らかとなったとき以後

土地所有者

「公有地の拡大の推進に関する法律」について（概略）

土地所有者

市 町 村 長

知　事

知事から地方公共団体等へ通知

※

２．土地の有償譲渡の届出（４条）
　以下に掲げる土地を所有する者は、その土地を有償で譲渡しようとするときは、その土地の譲
渡予定価格・譲受人等を知事に届け出なければなりません（４条１項、施行令２条２項、施行規
則１条）。なお、一部適用除外となる場合があります。
・都市計画施設の区域内に所在する土地
・都市計画区域内に所在する土地で次に掲げるもの
　　・道路の区域・都市公園の設置区域・河川予定地として決定又は指定された土地
　　・史跡・名勝・天然記念物・高速自動車国道等の区域内に所在する土地
・土地区画整理促進区域内の土地についての土地区画整理事業で、知事が指定し、公告した
ものの施行区域内に所在する土地
・住宅街区整備事業の施行区域内に所在する土地
・生産緑地地区の区域内に所在する土地

→以上について200㎡以上
・市街化区域5,000㎡以上、その他の区域（市街化調整区域を除く。）では10,000㎡以上の土地

３．土地の買取り希望の申出（５条）
　４条の届出対象地またはその他都市計画区域内の面積200㎡以上（ただし、用途地域内において
は150㎡以上）の土地を所有する者は、地方公共団体等による買取りを希望する場合に、知事に対
しその旨を申し出ることができます（５条１項、施行令４条）。
※　市並びに上三川町及び壬生町の用途地域内における届出及び申出の面積要件については、それ
ぞれ各市または上三川町若しくは壬生町にお問い合わせ下さい。
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２　市町別土地取引件数・面積　　（資料20）

区　分 件数（単位：件） 面積（単位：ha）
年

市町名
平成30年
2018

令和元年
2019

令和２年
2020

令和３年
2021

令和４年
2022

平成30年
2018

令和元年
2019

令和２年
2020

令和３年
2021

令和４年
2022

宇 都 宮 市 5,454 5,288 4,829 4,748 5,207 233.7 241.4 399.6 215.2 250.0

足　利　市 1,424 1,383 1,372 1,601 1,460 154.9 151.3 137.1 215.1 267.0

栃　木　市 1,686 1,794 1,645 1,828 1,778 150.7 157.0 169.0 206.4 164.6

佐　野　市 1,456 1,446 1,550 1,484 1,489 199.9 187.2 488.2 257.7 214.7

鹿　沼　市 1,009 972 1,112 1,241 1,092 145.5 174.7 130.1 225.9 353.7

日　光　市 1,460 1,070 1,017 1,084 1,174 206.2 118.2 185.7 201.9 262.7

小　山　市 1,787 1,720 1,991 2,181 1,846 105.2 99.6 109.5 153.5 144.1

真　岡　市 1,072 1,270 742 840 815 95.1 79.9 68.7 109.4 92.4

大 田 原 市 911 799 773 738 712 186.9 223.6 312.2 165.3 123.3

矢　板　市 398 483 369 386 436 37.5 185.9 45.5 64.6 67.9

那須塩原市 4,326 3,289 2,523 2,787 2,520 272.3 258.2 274.0 280.7 244.2

さ く ら 市 503 484 497 497 570 52.6 63.0 69.3 51.0 95.4

那須烏山市 291 304 294 332 310 248.7 72.2 82.5 47.1 59.8

下　野　市 495 493 548 772 612 57.4 43.7 60.4 94.3 50.3

上 三 川 町 295 353 267 270 302 17.6 31.6 25.0 25.0 28.5

益　子　町 197 208 209 213 174 35.9 22.7 34.5 45.0 55.9

茂　木　町 145 130 95 185 126 37.6 26.9 40.5 28.3 20.3

市　貝　町 170 129 138 109 175 37.6 17.6 9.6 17.6 55.3

芳　賀　町 245 246 205 231 180 35.4 62.6 26.1 46.8 42.3

壬　生　町 480 406 425 455 464 50.0 47.7 40.1 41.0 36.7

野　木　町 281 253 235 230 258 15.3 34.7 20.7 13.2 26.2

塩　谷　町 115 120 115 121 120 15.9 162.2 35.0 22.4 58.4

高 根 沢 町 295 275 238 253 301 27.4 22.9 35.1 53.7 28.8

那　須　町 1,976 1,419 1,419 1,881 1,790 260.5 211.6 196.6 245.5 237.0

那 珂 川 町 192 193 157 215 190 124.9 30.2 62.9 39.8 76.1

県　　　計 26,663 24,527 22,765 24,682 24,101 2,804.7 2,726.5 3,058.1 2,866.4 3,055.8

資料：国土交通省不動産・建設経済局　　
土地政策課　　　　　　　　　　　
「土地取引規制基礎調査概況調査」

注：（１）この資料は、年別・市町別により集計した。
　　（２）市町ごとに端数処理をしたため、面積の計が一致しない場合がある。
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３　国土利用計画法に基づく市町別届出状況（年度別）　　（資料21）
（単位：件、ha）

年度

市町

平成30（2018）年度 令和元（2019）年度 令和２（2020）年度 令和３（2021）年度 令和４（2022）年度

件　数 面　積 件　数 面　積 件　数 面　積 件　数 面　積 件　数 面　積

宇 都 宮 市 52 22.2 59 26.4 75 189.4 67 36.6 82 81.7

足 利 市 18 61.4 21 52.5 28 46.2 38 89.9 47 125.1

栃 木 市 39 15.7 34 9.8 32 40.6 58 24.7 49 37.4

佐 野 市 57 59.9 48 100.1 50 435.7 54 80.0 26 51.4

鹿 沼 市 18 9.3 32 84.3 27 25.2 47 56.4 48 114.2

日 光 市 20 46.2 13 31.9 27 235.4 28 72.5 32 215.4

小 山 市 43 14.1 33 15.8 38 11.2 49 26.9 65 28.6

真 岡 市 7 6.4 5 3.2 11 10.7 18 19.9 5 1.9

大 田 原 市 20 34.5 12 154.7 24 54.3 36 69.0 20 223.1

矢 板 市 13 133.5 4 5.1 6 5.2 7 20.6 13 27.0

那 須 塩 原 23 17.8 35 69.3 71 34.3 49 79.7 44 65.4

さ く ら 市 15 17.3 27 13.2 12 9.1 19 12.7 42 36.6

那 須 烏 山 5 10.5 14 21.6 2 1.7 8 9.6 10 17.0

下 野 市 12 4.3 22 13.2 4 1.8 13 8.3 16 5.9

上 三 川 町 2 2.0 13 6.3 4 1.6 17 5.1 8 4.0

益 子 町 6 9.4 1 2.2 3 16.4 8 1.7 1 1.1

茂 木 町 3 7.7 1 4.9 2 2.7 3 5.5 0 0.0

市 貝 町 4 10.7 14 9.4 1 1.2 － － 1 0.5

芳 賀 町 － － 3 2.0 1 18.1 3 1.3 2 1.4

壬 生 町 8 2.1 23 2.8 17 5.9 15 6.6 13 6.0

野 木 町 1 0.2 9 11.0 7 1.9 4 3.4 14 6.8

塩 谷 町 2 2.2 6 109.5 － － 6 18.9 6 29.3

高 根 沢 町 － － 5 2.9 4 30.1 6 1.3 2 0.9

那 須 町 17 25.2 13 45.7 12 23.2 16 37.7 15 31.3

那 珂 川 町 12 81.6 3 3.8 5 16.3 3 5.2 16 135.7

県 　 計 397 594.2 450 802.0 463 1,218.2 572 693.5 577 1,247.8

資料：総合政策部地域振興課
注：（１）この資料は、事後届出件数を年度別・市町別で受理ベースにより集計した。
　　（２）市町ごとに端数処理をしたため、計が一致しない場合がある。
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処 理 件 数

変 更 勧 告

不 勧 告

指 導 な し

指 導 あ り

年度
区分

４　年度別審査状況　　（資料22）

（１）事前届出及び事前確認

（２）事後届出 （単位：件、ha）

注　（１）この資料は、年度別で処理ベースにより集計した。
　　（２）審査は、事後届出制では土地の利用目的、事前届出制では価格、土地の利用目的及び投機的取引についてを行うこととさ
　　  　　れている。
　　（３）端数処理をしたため、計が一致しない場合がある。

資料：総合政策部地域振興課

平成16（2004）年度以降、栃木県において審査件数なし。

面積件数 面積件数 面積件数 面積件数 面積件数

平成30（2018）年度

390

0

390

384

6

588.5

0.0

588.5

585.9

2.6

令和元（2019）年度

445

0

445

437

8

789.5

0.0

789.5

787.6

1.9

令和２（2020）年度

459

0

459

442

17

1,228.3

0.0

1,228.3

1,012.1

216.2

令和３（2021）年度

577

0

577

574

3

694.9

0.0

694.9

693.6

1.2

令和４（2022）年度

569

0

569

565

2

1,245.0

0.0

1,245.0

1,071.7

1.0

５　利用目的別届出状況　　（資料23）

（単位：件、ha）

年 度
利用目的

住 宅 用 地

別　　　荘

商 業 施 設

生 産 施 設
うち太陽光発電施設

農業畜産業

林　　　業

ゴ ル フ 場

資 産 保 有

そ　の　他

計

宅

地

系

農
林
地
系

そ
の
他

注　（１）この資料は、年度別・利用目的別で受理ベースにより集計（すべて事後届出分）した。
　　（２）端数処理をしたため、計が一致しない場合がある。

資料：総合政策部地域振興課

件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積

令和元（2019）年度平成30（2018）年度

118

2

35

134

83

21

25

1

41

73

450

36.4

9.3

46.2

369.0

328.0

19.4

174.6

2.2

82.2

62.7

802.0

122

1

55

93

51

4

25

1

47

49

397

46.1

0.5

21.7

93.1

59.4

5.7

243.2

5.1

144.0

34.7

594.2

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度

156

0

48

180

104

6

59

0

42

81

572

69.9

0.0

51.7

205.1

148.7

7.8

203.3

0.0

65.3

90.4

693.5

124

0

44

190

110

10

65

0

53

91

577

45.3

0.0

43.6

451.9

363.7

16.7

304.4

0.0

82.3

303.5

1,247.8

令和２（2020）年度

113

0

47

135

43

10

44

0

60

54

463

39.9

0.0

14.8

794.8

707.0

13.2

213.8

0.0

72.1

69.7

1,218.2
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６　届出等の全国状況　　（資料24）

（１）届出 （単位：上段　件、下段　ha）

件 数
面 積
件 数
面 積

件 数
面 積

件 数
面 積

件 数
面 積

年
区　分

全
国

三
大
都
市
圏

地
方
圏

東
京
圏

栃
木
県

（２）事前確認
　　　全国では平成17（2005）年以降、栃木県では平成16（2004）年以降、事前確認の申請なし。

注　　⑴　この資料は、年別で受理ベースにより集計したものである。
　　　⑵　「三大都市圏」とは東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、
　　　　名古屋圏（愛知県、三重県）、大阪圏（京都府、大阪府、兵庫県）を
　　　　いう。
　　　⑶　「地方圏」とは「三大都市圏」を除く地域をいう。

資料：国土交通省不動産・建設経済局土地政策課
総合政策部地域振興課　　　　　　　　　

事前 事後 事前 事後 事前 事後 事前 事後 事前 事後
平成30（2018）年

6
1.7
6
1.7
6
1.7
－
－
－
－

16,909
45,079
5,483
4,663
2,643
2,046
11,426
40,416
401
544

令和元（2019）年

1
0.1
1
0.1
1
0.1
－
－
－
－

16,931
39,510
5,542
4,607
2,948
2,051
11,389
34,903
448
802

令和３（2021）年 令和４（2022）年

8
2.9
8
2.9
8
2.9
－
－
－
－

18,188
42,580
5,864
5,181
3,195
2,290
12,324
37,399
546
611

5
1.6
5
1.6
5
1.6
－
－
－
－

18,379
48,661
6,031
5,629
3,167
2,823
12,348
43,032
561
1,015

令和２（2020）年

3
0.4
3
0.4
3
0.4
－
－
－
－

15,833
37,937
4,955
5,497
2,488
2,131
10,878
32,440
458
1,295


